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Ⅳ お わ り に

Ⅰ は じ め に

過失競合事例には、様々な類型のものが存在する。そのような中、本稿は、

たとえば、薬害エイズミドリ十字ルート
1)

事件、同厚生省ルート
2)

事件、三菱自動

車車輪脱落
3)

事件、JR 福知山線脱線
4)

事件などのような、一般的な国民感覚にお

いては、「法人・組織の過失によって引き起こされたもの」と感じられるよう

な、組織型の過失競合事例において、罪責を問われるべき主体（それは、わが

国の刑法においては、「法人・組織」そのものではなく、その内部の「個人」

である）は、どのようにして特定されるべきなのか、また、その者の過失行為

は、どのようにして判断されるべきなのかについて、検討を試みるもので
5)

ある。

1) 大阪高判平成 14・8・21 判時 1804 号 146 頁。
2) 最決平成 20・3・3 刑集 62 巻 4 号 567 頁。
3) 最決平成 24・2・8 刑集 66 巻 4 号 200 頁。
4) 神戸地判平成 24・1・11 LEX/DB25480439〔鉄道本部長事件〕、大阪高判平成 27・
3・27 LEX/DB25506197〔歴代 3社長事件〕。

5) なお、本稿においては、過失の競合と過失犯の共同正犯との関係などについては、検
討の埒外とする。
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Ⅱ 過失競合事例における主体の特定

1 判例にみる行為主体の特定

まず、本稿において問題とする組織型の過失競合事例において、その主体は

どのようにして特定されるべきなのかについて検討する。

冒頭で列挙した各事案を例とすると、薬害エイズミドリ十字ルート事件では、

代表取締役社長、代表取締役副社長兼研究本部長、代表取締役専務兼製造本部

長が、同厚生省ルート事件では、厚生省薬務局生物製剤課長が、三菱自動車車

輪脱落事件では、品質保証部門の部長および同部門のグループ長が、JR 福知

山線脱線事件では、鉄道本部長および歴代 3社長が、それぞれ、業務上過失致

死被告事件の被告人として起訴されている。

判例は、これらの者の「注意義務」について検討し、その義務違反の有無に

よって、過失犯の成否を判断しているわけであるが、これらの事案において問

題となっているのは、「結果を回避するためにとるべきであった、適切な措置

をとらなかった」という、被告人の不作為であるところ、ここにいう「注意義

務」が、過失犯における「注意義務」なのか、それとも、不作為犯における

「作為義務」なのかを明らかにすることなく、その検討を行っている。そのた

め、このことを明らかにすることが必要である、との主張が、学説においては

なされて
6)

いる。

被告人の過失不作為犯が問題となる場合には、これが不作為犯の問題である

以上、被告人に作為義務の発生根拠となる保障人的地位が認められるか否かが、

まず検討されなければならない。そして、被告人に保障人的地位が認められた

ならば、その被告人には、結果を回避するための作為義務が課されることにな

る。その際の具体的な作為義務の内容は、過失犯における注意義務としての結

果回避義務、ということになるものと思われる。すなわち、保障人的地位にあ

6) 神山敏雄「過失不真正不作為犯の構造」福田雅章ほか編・福田平＝大塚仁博士古稀祝
賀『刑事法学の総合的検討（上）』（1993、有斐閣）46 頁、大塚裕史「過失不作為犯の
競合」井上正仁＝酒巻匡編『三井誠先生古稀祝賀論文集』（2012、有斐閣）155 頁など。
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る被告人に、そのような結果回避義務に対する違反が認められれば、作為義務

違反が認められ、被告人は、過失不作為犯としての罪責を負うべきものと考え

られるわけで
7)

ある。

このように解した場合には、被告人が保障人的地位にあるといえるか否かが、

まず検討されるべき問題であるということになる。その際には、起訴された被

告人について、保障人的地位が認められるか否かを認定する作業が重要である

ことはもちろんであるが、それ以前の問題として、そもそも、起訴の対象とさ

れるべき者がどのようにして確定されるべきなのか、ということも重要である

と思われる。

そのためにも、最初から個人の注意義務を問題とするのではなく、「先に、

法人・組織レベルで注意義務の発生根拠ないし注意義務の内容を観念してから、

その後、法人・組織内の個人の注意義務の内容を確定するという段階的思考」

を採用することが有益であると思わ
8)

れる。

実際、このような段階的思考は、古くは森永ドライミルク事件差戻し後第一

審
9)

判決において、次のような形で、明確に採用されている。すなわち、「被告

人らの過失の有無に関し弁護人の各所論を判断するに当つては、（イ）まず構

成要件該当性ないし違法性の問題として、（1）ひとまず、個々人の具体的状

況を捨象して本件工場の企業組織体としての行動について（その全体をあたか

も一人の自然人の行動と同様にみて）、その適否を客観的に考察し……、（2）

ついで、本件工場における工場長あるいは製造課長たる者は、当該具体的状況

の下において、客観的にいかなる注意義務を負うべきかを検討して客観的注意

義務違反の有無を確かめ……、（ロ）右の諸点が積極とされた被告人について、

更に具体的個別的に、非難可能性（〔すなわち〕責任）の有無を考察する」と

7) 岡部雅人「過失不作為犯における『注意義務』について」高橋則夫ほか編『曽根威彦
先生・田口守一先生古稀祝賀論文集［上巻］』（2014、成文堂）205 頁。

8) 樋口亮介「注意義務の内容確定基準──比例原則に基づく義務内容の確定」髙山佳奈
子＝島田聡一郎編『山口厚先生献呈論文集』（2014、成文堂）246 頁以下。

9) 徳島地判昭和 48・11・28 判時 721 号 7 頁。
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いう検討方法がこれである。

このような考え方は、千日デパートビル事件最高裁
10)

決定においても採用され

ている。すなわち、まず、「閉店後の『千日デパート』内で火災が発生した場

合、……容易にそれが拡大するおそれがあったから、D 観光としては、火災

の拡大を防止するため、法令上の規定の有無を問わず、可能な限り種々の措置

を講ずべき注意義務があったことは、明らかである」として、法人である D

観光が注意義務を負っていたことを示した後に、「そうであれば、D観光の千

日デパート管理部管理課長であり、かつ、『千日デパート』の防火管理者であ

る被告人 Xとしては、自らの権限により、あるいは上司である管理部次長の

Aの指示を求め、工事が行われる本件ビル三階の防火区画シャッター等を可

能な範囲で閉鎖し、保安係員又はこれに代わる者を立ち会わせる措置を採るべ

き注意義務を履行すべき立場にあったというべきであり、右義務に違反し、本

件結果を招来した被告人Xには過失責任がある」などとされている。

さらに、JR福知山線脱線事件の、鉄道本部長事件第一審判決が、「組織とし

ての鉄道事業者に要求される安全対策という点からみれば、……大規模鉄道事

業者としての JR 西日本に期待される水準に及ばないところがあったといわざ

るを得ない」としながらも、「しかしながら、過失犯は、個人に刑事法上課せ

られる注意義務を怠ったことを処罰の対象とするものであり、その注意義務は、

当該個人の予見可能性と結果回避義務により定まるものである。……JR 西日

本の組織としての責務の存在が、JR 西日本の鉄道事故によって乗客らに死傷

結果の生じることを防止すべき立場にあった個人としての被告人について注意

義務違反を肯定するための予見可能性の程度を緩和する理由になるものではな

く、検察官が鉄道事業者としての JR 西日本の責務として主張するところは、

被告人の注意義務違反を肯定するに足りる予見可能性は認められないとの判断

を左右するものではない」として、組織である JR 西日本の責務と、個人とし

ての被告人の注意義務違反とを分けて論じていることからも、法人・組織レベ

10) 最決平成 2・11・29 刑集 44 巻 8 号 871 頁。
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ルの注意義務を観念する余地が認められている、とみることができるように思

われる。

このように、「先に、法人・組織レベルで注意義務の発生根拠ないし注意義

務の内容を観念してから、その後、法人・組織内の個人の注意義務の内容を確

定するという段階的思考」は、実務において、既に定着した思考プロセスであ

ると評してよいように思われる。問題は、法人・組織、そして、その内部の個

人の、それぞれの注意義務の発生根拠と内容を、どのように確定するかにある。

以下では、このような段階的思考による注意義務の主体の特定方法につき検

討する。

2 段階的義務主体特定理論

──組織体の過失と組織内部の個人の過失──

前述したとおり、過失不作為犯が問題となる場合には、その主体に、作為義

務の発生根拠となる保障人的地位が認められるか否かが、まず検討されなけれ

ばならない。そこで、保障人的地位の発生根拠が、まず問題となる。

この問題は、従来、「作為義務の発生根拠」として論じられてきた問題では

あるが、とりわけ、過失不作為犯においては、前述したとおり、不作為犯にお

ける作為義務と、過失犯における注意義務との関係が問題となる。この点、こ

れらは明確に分けて論じられるべきであって、その際には、作為義務の「発生

根拠」の問題である「保障人的地位」の問題と、作為義務の「内容」の問題と

を、分けて論じることが有益であると思わ
11)

れる。それゆえ、本稿では、これを

「保障人的地位の発生根拠」の問題として論じることにする。

この問題をめぐっては、「形式的法義務説」をはじめとして、「先行行為説」

や、「排他的支配領域説」など、様々な見解が示されてい
12)

るが、本稿において

11) 岡部雅人「刑事製造物責任における『回収義務』について」早稲田大学大学院法研
論集 123 号（2007）113 頁。
12) 岡部雅人「公務員の過失不作為犯について──薬害エイズ事件厚生省ルート最高裁
決定をめぐって──」姫路法学 49 号（2009）310 頁以下参照。
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主張する「段階的思考」を採用しようとする場合の思考の枠組みとしては、法

人・組織に対しても、また、個人に対しても、共通して妥当しうる基準が求め

られるべきであるように思われる。

この点、当該主体による、結果発生ないしその危険に対する「支配」の存在

を、保障人的地位の発生根拠の基本的な「枠組み」として、その「支配」の有

無を判断するための下位基準として、法令等の存在、先行行為の有無、情報掌

握の有無等を、総合的に判断することによって、当該主体に保障人的地位を認

めうるか否かを検討すべきであると思わ
13)

れる。

すなわち、第一段階として、そもそも、その法人・組織が、結果を回避する

ために努力すべき立場にあるのかどうかがまず判断され、その法人・組織がそ

のような立場にあるならば、第二段階として、その法人・組織が、そのように

努力するよう、その内部において働きかけるべき個人は誰なのか、ということ

が、前述した「支配」という基準に照らして判断されるべきであると思われる。

その際には、構造型過失が問題となった、薬害エイズ事件のように、第一段

階においては複数の法人・組織が、また、第二段階においては複数の個人が、

それぞれ関与している場合というのも、少なからず考えられる。そのため、

「支配」を問題とするとしても、「排他的支配領域説」のように、「排他性」を

強調すべきではなく、その者が結果に対してどれほど寄与しうるかという、

「因果性」を重視すべきであるように思わ
14)

れる。そして、そのような、結果に

対する「因果性」を設定しうる者こそが、「支配」を有する者として、保障人

的地位にある者と位置づけられるべきであると思われる。

そして、その際の因果性の判断に際しては、前提として、合法則的条件公式

が用いられるべきであると思わ
15)

れる。この条件公式を充足した上で、その者の

不作為が、危険を創出し、実現したと考えられる場合に、その者こそが、保障

13) 岡部・前掲注 12）288 頁。
14) 岡部雅人「刑事製造物責任における回収義務の発生根拠──わが国の議論状況をめ
ぐって──」刑事法ジャーナル 37 号（2013）15 頁。
15) 濵本千恵子「過失競合と因果関係」広島法学 38 巻 2 号（2014）68 頁。
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人的地位にある者として捉えられるべきであるといえよう。

Ⅲ 過失競合事例における過失行為の認定

1 判例にみる注意義務違反の認定

以上のようにして、作為義務を負うべき前提となる保障人的地位の存在が確

認されたならば、その主体に求められる作為義務の内容が問題とされなければ

ならない。

前述したとおり、過失不作為犯においては、保障人的地位にある者に対して、

結果回避のための作為義務が課されることになるわけであるが、その際の具体

的な作為義務の内容は、過失犯における注意義務としての結果回避義務と解す

べきであると思わ
16)

れる。そうすると、その結果回避義務は、どのようにして導

かれるべきかが問題となる。

この点、判例は、「過失の罪責があるかどうかを、……結果の発生を予見す

ることの可能性とその義務および……結果の発生を未然に防止することの可能

性とその義務の諸点から順次考察」するという思考プロセスを採用して
17)

いる。

もっとも、これらが犯罪論体系上、どこに位置づけられるかまでは、必ずしも

明らかではない。

これらの犯罪論体系上の位置づけをめぐって展開されたのが、いわゆる新旧

過失論争であるが、本稿で主張する「段階的思考」を採用しようとする場合に

は、前述した、森永ドライミルク事件差戻し後第一審判決においても示されて

いるように、まず、構成要件該当性ないし違法性の問題として、客観的注意義

務違反の有無を確かめる必要がある。当然、法人・組織レベルの注意義務と、

その内部の個人の注意義務とは、同一の過失構造論を基準として判断されるべ

きであると考えられるから、ここでは、客観的注意義務違反を考慮しない、伝

統的な旧過失論を採用することはできず、新過失論、ないしは、旧過失論を基

16) 岡部・前掲注 7）205 頁。
17) 最決昭和 42・5・25 刑集 21 巻 4 号 584 頁〔弥彦神社事件最高裁決定〕。
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本としつつも客観的注意義務違反をも考慮する見解（修正旧過失論）が採用さ

れるべきことに
18)

なる。

この点、一般に、判例は新過失論と親和的である、と評されていることから、

少なくとも、「段階的思考」を採用しうる素地を十分に認めることができるよ

うに思われる。

このようにして、過失犯における注意義務が、予見可能性、予見義務、結果

回避可能性、結果回避義務からなるとして、次に、それらの内容と、その体系

的地位とが問題とされなければならない。とりわけ、予見可能性についてどの

ように捉えるかは、極めて重要な問題とい
19)

える。

この点、判例においては、北大電気メス事件控訴審
20)

判決において示された、

「結果発生の予見とは、内容の特定しない一般的・抽象的な危惧感ないし不安

感を抱く程度では足りず、特定の構成要件的結果及びその結果の発生に至る因

果関係の基本的部分の予見を意味するものと解すべきである」との理解が、ほ

ぼ定着しているように思われる。これによって、前述した、森永ドライミルク

事件差戻し後第一審判決において示された、いわゆる危惧感説は、ほぼ排斥さ

れ、判例においては、具体的予見可能性説が採用されていると、一般的には理

解されている。

もっとも、「具体的」という言葉の捉え方にもよるが、具体的予見可能性を

必要としたのでは、説明するのが難しいのではないか、とも思われる判例も、

少なからずみられる。

たとえば、後部荷台無断同乗事件最高裁
21)

決定は、「被告人において、右のよ

うな無謀ともいうべき自動車運転をすれば人の死傷を伴ういかなる事故を惹起

するかもしれないことは、当然認識しえたものというべきであるから、たとえ

18) 岡部雅人「過失犯における『予見可能性』について」高橋則夫ほか編『野村稔先生
古稀祝賀論文集』（2015、成文堂）61 頁以下参照。

19) 岡部・前掲注 18）53 頁以下参照。
20) 札幌高判昭和 51・3・18 高刑集 29 巻 1 号 78 頁。
21) 最決平成元・3・14 刑集 43 巻 3 号 262 頁。
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被告人が自車の後部荷台に前記両名が乗車している事実を認識していなかった

としても、右両名に関する業務上過失致死罪の成立を妨げない」としており、

必ずしも、錯誤論における具体的符合説のような、個別具体的な結果について

の予見可能性までは必要とはしていないし、また、近鉄生駒トンネル火災事件

最高裁
22)

決定は、「被告人は、……炭化導電路が形成されるという経過を具体的

に予見することはできなかったとしても、……誘起電流が大地に流されずに本

来流れるべきでない部分に長期間にわたり流れ続けることによって火災の発生

に至る可能性があることを予見することはできたものというべきである」とし

ており、必ずしも、個別具体的な因果関係の基本的部分の予見までは必要とは

していない。

最終的に、これを具体的予見可能性と呼ぶのか、危惧感ないしは不安感、あ

るいは、抽象的予見可能性と呼ぶのかという、ネーミングの問題は別としても、

その具体的な内容については、さらなる検討が必要であるように思われる。

加えて、前述した、北大電気メス事件控訴審判決によれば、「特定の構成要

件的結果及びその結果の発生に至る因果関係の基本的部分の予見」が必要であ

るとされており、ここでは、「及び」という接続詞が用いられていることから、

「特定の構成要件的結果」に加えて、「因果関係の基本的部分」の予見可能性が

必要とされているようにも思われるが、これらが並存していることが必要なの

か、ということもまた問題となりうるように思われる。

この点、日航機ニアミス事件最高裁
23)

決定は、「被告人両名は、異常接近警報

により 907 便と 958 便が異常接近しつつある状況にあったことを認識していた

のであるから、言い間違いによる本件降下指示の危険性も認識できたというべ

きである。また、……TCAS に関する被告人両名の知識を前提にすれば、958

便に対して降下RAが発出されることは被告人両名において十分予見可能であ

り、ひいては 907 便と 958 便が共に降下を続けて異常接近し、両機の機長が接

22) 最決平成 12・12・20 刑集 54 巻 9 号 1095 頁。
23) 最決平成 22・10・26 刑集 64 巻 7 号 1019 頁。
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触、衝突を回避するため急降下を含む何らかの措置を採ることを余儀なくされ、

その結果、乗客らに負傷の結果が生じることも予見できたと認められる」とし

ており、「因果関係の基本的部分」を「中間項」とすることによって、乗客ら

の「負傷の結果」という特定の構成要件的結果の予見可能性を認めるに至って

いるのであって、「特定の構成要件的結果」に加えて、「因果関係の基本的部

分」の予見可能性を要求しているわけではなく、結果の予見が容易でない場合

に、結果の予見可能性を判定するための道具として、これを用いているという

ことができるように思わ
24)

れる。

以上のように、判例は、具体的予見可能性説を採用している、とはいっても、

必ずしもハードな具体的予見可能性説を採用しているわけではない、といって

よいように思われる。とりわけ、本稿が主たる検討対象としている、いわゆる

組織型の過失競合事例においては、現場からは離れたところにいる管理者・監

督者の過失行為が、結果に対してどのように影響したかが検討されることにな

るので、行為者の行為と発生した結果との関係は、抽象度の高いものとならざ

るをえない。現に、学説上、管理・監督過失については、過失犯の成立を認め

ることに対して疑問を提示する見解も少なからずみられるわけであ
25)

るが、これ

を認めようとする場合には、過失構造論そのものについての見直しもまた迫ら

れることになるものと思われる。

2 実行行為としての注意義務違反

──段階的義務主体特定理論の視点から──

では、このことを意識した場合には、いったい、どのような過失構造論が採

用されるべきなのであろうか。前述した、段階的思考を採用する場合には、い

わゆる「企業組織体責任論」をベースとする、「組織体過失概念」が参考とな

るものと思わ
26)

れる。

24) 前田雅英『刑法総論講義〔第 6版〕』（2015、東京大学出版会）221 頁。
25) 松宮孝明『刑法総論講義〔第 4版〕』（2009、成文堂）224 頁以下など。
26) 板倉宏『現代社会と新しい刑法理論』（1980、勁草書房）86 頁以下参照。
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段階的思考を採用する場合には、前述した、森永ドライミルク事件差戻し後

第一審判決のように、各個人の過失を論ずる前に、まず、企業組織体自体とし

ての落度を明らかにし、その上で、企業システムが落度なく運営されることに

ついて、各個人が、どれだけの寄与をなすべきであったかという視点から、個

人の過失が論じられることに
27)

なる。

まず、企業組織体自体としての落度を明らかにする作業段階においては、企

業組織体の過失犯の成否そのものを論じるのではなく、構成要件該当性ないし

違法性のみの問題として、その内部の個々人の具体的状況を捨象して、企業組

織体としての行動について、客観的注意義務違反の有無が検討されることにな

る。ここでは、企業組織体の客観的注意義務違反が、個人の注意義務違反と結

果との間の、いわば「中間項」として設定されることになるわけである。

このような客観的注意義務違反が認定できたならば、それが企業組織体内部

の個人の客観的注意義務違反によって引き起こされたものであるか否かが検討

されることになる。

ここまでは、あくまでも構成要件該当性、ないし、違法性の問題としての客

観的注意義務違反が問題とされることになるので、ここでは、客観的予見可能

性と、これを前提として導かれる客観的結果回避義務の違反とが問題とされる

ことになる。

では、その際の結果予見可能性と、結果回避義務とは、どのような内容のも

のであるべきなのであろうか。この点、前述したとおり、判例は、ハードな具

体的予見可能性を要求するものではないように思われるし、実際にも、ハード

な具体的要件可能性を要求すべきではないように思われる。

たしかに、伝統的な旧過失論のように、法益侵害結果がもたらされたならば、

その行為はおよそ違法である、と捉える場合には、責任段階において、過失犯

の成立範囲を限定するため、また、非難可能性を具体的に基礎づけるためにも、

ハードな具体的予見可能性を要求することが有益であるようにも思われる。し

27) 板倉・前掲注 26）88 頁。

過失競合事例における主体の特定と過失行為の認定（岡部雅人）（55・2・11）199



かし、「元来、結果発生そのものの予見可能性などというものは、形式的な基

準としてはともかく、実質的な基準としてはあまりに漠然としすぎている」と

する批判も
28)

あり、現に、前述した、北大電気メス事件控訴審判決については、

必ずしも結果が具体的に予見可能であったとはいいがたい事案であった、との

評価が一般的となって
29)

いる。また、新過失論のように、予見可能性を結果回避

義務を導くための前提と位置づける場合には、結果回避義務は、必ずしも特定

の結果の予見がなければ導くことのできないものではないであろう。したがっ

て、ここでは、ハードな具体的予見可能性を必要としなければならないもので

はないと思わ
30)

れる。

よって、具体的に特定された客体に対する予見可能性がなくても、結果回避

義務を導くことは可能であるし、そこから導かれる義務に対する違反があった

場合には、その行為を違法な行為と捉えることも十分に可能であると考えられ

るから、結果回避義務を導くための予見可能性は、ある程度抽象度の高いもの

であっても足りるものと思われる。

そして、そこから導かれる結果回避義務というのは、予見可能性の程度に応

じた程度の結果回避義務ということになるべきものと思われる。たとえていう

ならば、従来の具体的予見可能性の存在を前提とする結果回避義務というのは、

合格点である 60 点以上の予見可能性が存在するときにはじめて課されるもの

であったということができるが、これに対して、予見可能性と結果回避義務の

相対性を認める見解からは、30 点の予見可能性が認められれば 30 点分の結果

回避義務が、80 点の予見可能性が認められれば 80 点分の結果回避義務が課さ

れることになるわけである。このように考えたほうが、課されるべき結果回避

28) 西原春夫『交通事故と過失の認定』（1975、成文堂）38 頁。
29) 大塚裕史「予見可能性の意義（1）」山口厚＝佐伯仁志編『刑法判例百選Ⅰ総論〔第
7版〕』（2014、有斐閣）105 頁など。
30) たとえば、坂東三津五郎ふぐ中毒死事件（最決昭和 55・4・18 刑集 34 巻 3 号 149
頁）、後部荷台無断同乗事件（最決平成元・3・14 刑集 43 巻 3 号 262 頁）、明石人工砂
浜陥没事件（最決平成 21・12・7 刑集 63 巻 11 号 2641 頁）など参照。
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義務の内容も、予見可能性に応じた適切なものとなり、行為者に過度な結果回

避義務を課すことにならない点においても、優れているように思われる。

たとえば、ある企業が製造・販売する製品の欠陥によって、人の生命や身体

に対する侵害の結果が生じるおそれが存在する、という場合に、具体的かつ高

度な予見が認められれば、その製品の販売中止や、市場からの回収までもが結

果回避義務として要求されることになるものと思われるが、抽象的かつ低い程

度の予見しか認められないのであれば、その製品の販売中止や市場からの回収

までは行わなくても、少なくとも、注意書きや広告などによって、その危険性

について注意を喚起するなどの措置を講じていれば、結果回避義務としては十

分であると解することも可能なのではないかと思わ
31)

れる。

なお、このような考え方を従来から認めているのは、予見可能性につき危惧

感説を採用している新新過失論の立場であ
32)

って、近年、この点が評価されて、

危惧感説に、漠然とした不安感ではなく、法益関連性を求める、という修正を

加えた上で、これを支持する見解も有力に主張されてい
33)

るが、私見もまた、こ

のような考え方を支持するもので
34)

ある。

以上のようにして、構成要件該当性ないし違法性の段階において、行為者の

客観的注意義務違反が認定されるべきものと解されるが、責任段階において、

過失犯としての非難可能性を基礎づける、主観的過失をどのように捉えるべき

かが問題となる。

伝統的な旧過失論からはもちろんのこと、新過失論からも、責任段階におい

て、主観的過失として、具体的予見可能性を要求するのが、現在の通説的見解

であるといえる。もっとも、目的的行為論を基本とする行為無価値論の立場か

ら主張されている新過失論からは、責任段階における主観的過失を一切不要と

31) 岡部・前掲注 11）115 頁以下。
32) 藤木英雄『刑法講義総論』（1975、弘文堂）240 頁。
33) 井田良『講義刑法学・総論』（2008、有斐閣）208-209 頁、高橋則夫『刑法総論〔第
2版〕』（2013、成文堂）214 頁など。
34) 岡部・前掲注 18）60 頁。
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する見解も示されて
35)

いる。このような考え方も、ひとつの立場として十分あり

うるものだとは思われるが、責任非難を基礎づける主観的過失は、やはり要求

されるべきであるように思われる。

もっとも、ここで、通説のような具体的予見可能性を要求してしまうと、構

成要件該当性ないし違法性の段階において、予見可能性の程度に応じた客観的

過失の有無を検討した意義が失われてしまうことにもなりかねないため、ここ

で具体的予見可能性説を採用することは適当ではないように思われる。そもそ

も、結果の具体的予見可能性そのものに対して、その具体性に疑義が提示され

ていることは、前述したとおりである。

そこで、主観的過失の認定に際しては、前述した、中間項理論を採用するこ

とが考えられ、この立場を妥当と考
36)

える。すなわち、結果発生の原因となった

事実で、それを予見すれば通常人ならば結果回避措置をとったであろうような

事実を認識し得たのであれば、これを認めてよいものと考えら
37)

れる。このよう

な考え方は、構成要件該当性ないし違法性の段階において、個人の注意義務違

反と結果との間に、企業組織体の注意義務違反という「中間項」を介在させよ

うという、「段階的思考」を採用することとも整合するものと思われる。

以上で検討してきたとおり、段階的思考を採用する場合の過失構造論として

は、構成要件該当性ないし違法性の段階において、抽象的予見可能性から導か

れる、その予見の程度に応じた結果回避義務違反の有無を、まず、法人・組織

について判断してから、その内部の個人について判断し、責任段階において、

中間項理論を用いた主観的予見可能性の有無を、法人・組織の内部の個人につ

いて判断し、これらが認められた場合に、個人に対して過失犯が成立する、と

解するのが妥当であると思われる。

なお、このような理解は、基本的には、新過失論的な考え方をベースとする

ものであることは否定できない。そうすると、この見解は、旧過失論とは相容

35) 井田・前掲注 33）218 頁など。
36) 岡部・前掲注 18）64 頁注（48）において示唆した見解を採用する。
37) 西原春夫『刑法総論（上巻）〔改訂版〕』（1993、成文堂）198 頁。
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れないもののようにも思われるかもしれない。

この点、過失犯の構成要件該当性ないし違法性は、法益侵害結果によっての

み基礎づけられ、過失行為というものをおよそ考慮しない、伝統的な旧過失論

については、本稿において示した見解とは、たしかに相容れないことが否定で

きないように思われる。

しかし、故意犯においても、およそ実行行為を認めないとする見解に立つ場

合であれば別論、一般的には、実行行為概念が前提とされており、その実行行

為とは、法益侵害の現実的危険を有する行為であるとされているのであるから、

それとパラレルに考えるのであれば、過失犯の実行行為もまた、因果関係の起

点として考慮されるべきであると思われる。

現に、旧過失論に立つ論者の多くは、主観的予見義務違反を過失犯の軸に据

えるとしても、過失行為は、単に結果に対して因果関係があるというだけの行

為ではなく、結果発生の「実質的で許されない危険」を持った行為であること

を必要として
38)

いる。これは、旧過失論の修正として説明されることもあるが、

最近では、むしろ当然のことであるとさえいわれて
39)

いる。

しかし、ここでいう「実質的で許されない危険」とは、客観的注意義務違反、

すなわち、客観的結果回避義務違反と言い換えてもよいものなのではないであ

ろうか。そうだとすれば、いわゆる修正旧過失論は、実質的には新過失論と同

様の構造を有するものであるということができ、少なくとも、修正旧過失論か

らも、段階的思考を採用することは、十分に可能であるように思われる。

Ⅳ お わ り に

以上の通り、組織型の過失競合事例においては、①まず、法人・組織それ自

体の注意義務、および、その違反の有無が認定されるべきであって、②それが

認定されたら、その法人・組織による注意義務違反が引き起こされたことにつ

38) 平野龍一『刑法総論Ⅰ』（1972、有斐閣）193 頁など。
39) 佐伯仁志『刑法総論の考え方・楽しみ方』（2013、有斐閣）293 頁。
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いて、注意義務を負っており、その義務に違反した個人は誰であるかを特定し

て、③その個人の注意義務違反の有無を認定することによって、その個人に対

して刑事過失責任が問われるべきである、というのが、本稿における主張であ

る。

〔質疑応答〕

質 問 不作為犯にいう作為義務と、過失犯にいう注意義務とは、内容が異

なるのではないか。両者を同じとする理由は何か。

回 答 過失不作為犯においては、両者は実質的に重なりあう。

質 問 福島第一原発事故のように、①所長が死亡しており、②事故原因に

多数人が関与している場合、段階的義務主体特定理論からは、どのような扱い

がなされるか。

回 答 まず、組織（東電、行政）の義務を認定した上で、個人の義務を認

定する。その際には、原発設置時点の過失が問題となるため、これを前提に刑

事罰の適用範囲が決定される。

質 問 組織体の義務の確定プロセスは、民事上のそれと共通のものである

か。

回 答 最終的には個人の刑事責任が問題となる点で、民事上のものとは異

なる。

質 問 組織体の義務認定において注意義務違反が先取りされているので、

組織の注意義務違反をもって個人の注意義務違反が容易に認められるようにな

るのではないか。

回 答 組織の注意義務違反を惹起したことに対する個人の注意義務違反を

問うものであって、必ずしも個人の注意義務違反を直ちに広範に認めようとす

るものではない。

質 問 認定論と実体論との関係はどのようなものか。

回 答 今後の課題である。

質 問 段階的過失論の本旨は、正犯と共犯の区別の問題にあったのではな
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いか。

回 答 私見は、過失犯には統一的正犯概念が妥当すると考えるので、正犯

と共犯の区別の問題は生じないと考える。

質 問 相被告人が併合審理される場合を想定しているのか。

回 答 認定論と実体論との関係と同様、今後の課題である。

質 問 客観的注意義務の判断時点をどこに設定するのか。科学的知見の発

展による新事実の発覚をどのように評価するのか。たとえば、行為時点と裁判

時点のどちらを基点にするか。

回 答 ケース・バイ・ケースで考えざるを得ない。
（おかべ・まさと＝愛媛大学准教授）

過失競合事例における主体の特定と過失行為の認定（岡部雅人）（55・2・17）205


